
 

地方公共団体の資金調達・運用に係る意思決定方法について 

～国東市資金調達・運用会議廃止に至る過程 

１国東市の資金管理に関する意思決定の枠組み 

⑴ 管理規範の在り方に応じて、意思決定の枠組みが決まる 

⑵ 国東市の資金管理規範と意思決定の枠組みの推移 

２資金リスクマネジメント条例は資金管理に関する（行政内部）会議を不要にした   

⑴資金リスクマネジメント条例における資金管理意思決定    ２ 

⑵財務活動管理方針における資金管理意思決定     ２ 

⑶公金管理運用基準における資金管理意思決定     ２ 

３参考  

⑴ 条例を駆使した政策推進が可能な時代になった     ３ 

⑵ わが国地方公共団体の資金調達・運用管理規範は行政内部規程にとどまっている ４ 

⑶ 国東市の国東市の資金管理意思決定に関する枠組みの推移   ６  
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１国東市の資金管理に関する意思決定の枠組み 

⑴ 管理規範の在り方に応じて、意思決定の枠組みが決まる 

➀業務手続き規定が少ない規範⇒関係課連絡調整会議「業務手続き・業務実行」⇒首長決定 

➁業務手続きが定められた規範⇒担当課（←関係課）戦略起案⇒首長の戦略策定 

③業務手続き+内部統制が定められた規範⇒担当課（←関係課）戦略・実績起案⇒首長決定 

⇔議会・監査委員・公衆 

⑵ 国東市の資金管理規範と意思決定の推移 

➀公金管理運用基準：心構え的な規定であり、運用商品の基準等がなかった 

➁財務活動管理方針：リスク管理の考え方、具体的な活動基準及び公表義務を規定 

③資金リスクマネジメント条例：目的、リスク管理の考え方、具体的な活動基準、年次戦略、 

実績報告書（監査委員審査意見）の議会提出及び公表義務を規定 

＜資金管理規範の推移＞ 

2007 年：公金管理運用基準  2013 年：財務活動管理方針  2020 年：資金リスクマネジメント条例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金運用規程 

➀安全確実かつ有利な 

運用等の抽象的原則 

➁➀を実現するための

具体的活動基準がない 

③内部規程 

非公開 

資金調達・資金運用規程 

➀リスク管理の原則 

➁短期資金調達の活動基準、長期

資金調達の活動基準、資金運用の

活動基準(運用商品制限、一括運

用)、債券運用指針 （却手手続、債

券台帳） 

③財務活動管理方針及び活動実

績の市資金管理ホームぺージ公表 

資金調達・資金運用・不正防止規程 

➀条例、施行規則、年次戦略 

➁資金調達・運用・不正防止の目的 

③リスク管理の原則 

➃資金調達・資金運用・不正防止のた 

めの活動基準 

⑤年次戦略策定⇒実績報告書・内部

統制報告書 （監査委員審査）の議会提

出と市資金管理ホームページ公表 

公金管理運用会議 

➀組織 

会長（副市長）、財政

課長、上下水道課

長、会計管理者な

ど、事務局：出納室 

➁議題 

資金運用規程見直し

および１年の基金運

用方法に関する決定   

 

 

財務活動連絡会議 

➀組織 委員：財政課長、

上下水道課長、会計管理者

など、事務局：会計課 

➁議題 

財務活動管理方針を基に起

債計画、資金運用方法、実

績、方針の見直しを協議。 

③資金調達及び資金運用は 

市長決裁により行う。 

※資金運用は事後決裁。 

年次戦略⇒実績報告(監査委員審

査)⇒議会/ＨＰ公表 

➀ 財政課起案：長期資金調達の

年次戦略・実績報告は財政課起案 

➁会計課起案：短期資金調達・資

金運用の年次戦略・実績報告 

③不正防止の内部統制報告書 

公金：会計管理者・市民病院起案 

準公金：総務課・市民病院起案 

➃公金・準公金管理方法改善実績

報告書 会計課・総務課起案 

➃市長名で戦略・実績報告 

＜資金管理に関する意思決定方式の推移＞ 
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２資金リスクマネジメント条例は資金管理に関する（行政内部）会議を不要にした 

⑴ 資金リスクマネジメント条例(2020/4～)における資金管理意思決定 

市長が 「年次戦略策定及び実績報告」を行うプロセスにおいて、意思決定※がなされると共に、行

政内部および独立機関（監査委員及び議会）の内部統制が行われる。 

※財政課 （長期資金調達）・会計課 （資金運用・短期資金調達）が調整役となり、市長と現場の意

見を調整し、市長が意思決定を行う、ミドルアップダウンマネジメント。不正防止は、総務課、会

計課、企業管理者が調整役になる。 

⑵財務活動管理方針（2013/3～）における資金管理意思決定 

財務活動管理方針は、資金調達・運用の活動基準を定め、当該管理方針及び活動実績も公表を定め

ていた。財政課及び会計課が起案する 「年次戦略」を軸に 「実績報告」を行う枠組みが定められて

いなかったため、財務活動連絡会議が関係課の意見調整の場として必要であった。ただし、2018

年度から、資金調達・運用年次戦略を制定した。 

⑶公金管理運用基準（2007/1～）における資金管理意思決定 

公金管理運用基準は心構え的な規定のため、公金管理運用会議において、どの基金で 5 年国債に

よる運用を行うなどを議論し、意思決定を行う必要があった。 
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３参考  

⑴ 条例を駆使した政策推進が可能な時代になった 

➀地方分権改革以後 

・すべての地方公共団体事務に対し、条例制定権が及ぶ。 

・自治体の自治の仕組み、行政運営の基本方針等を条例という形式で立法できる 

※国東市資金リスクマネジメント条例が制定できる時代になった 

➁要綱行政の時代：自主条例が制定できず、要綱により政策推進をせざるを得ない時代が続いた。 

・日照権対策：川崎市団地造成事業執行基準（1965 年）、川西市宅地開発指導要綱（1967）等 

③憲法第 94 条「地方公共団体は、（略）法律の範囲内で条例を制定することができる」が 

法律先占論により、 「地方公共団体は法律の委任がない限り条例の制定ができない」とされてき

た。  

 

 

 

 

 

⑵わが国地方公共団体の資金調達・運用管理規範は行政内部規程にとどまっている 

Q3：資金管理（調達・運用）規程制定 

⒈ )管理規程を制定していない 81 団体（25%）⇒前例又口伝による事務 

⒉ )資金調達管理規程制定 27 団体（8.3%）、資金運用規程制定 275 団体（75%） 

総務省が地方公共団体に対しペイオフ解禁対応のために、公金保全のための資金管理方針制

定を求めたため、資金運用規程制定団体が多く、資金調達規程制定団体が少ない。 

※「ペイオフ解禁に向けた地方公共団体の対応について（平成 14.2.8、総行自第 9 号）」 「地方

公共団体におけるペイオフ解禁後の対応状況について（平成 18.12.1、総行自第 219 号）」 

Q４：資金調達管理規程制定 27 団体の形式及び周知方法 

条例による制定 0 団体、規則等告示規程３団体、要綱等内部規程 24 団体 

Q5：管理規程の非周知 21 団体 

透明性が欠如している。執行機関の外からの監視ができない 

Q６：資金調達管理規程の適用会計 

一般会計、特別会計及び地方公営企業に適用 9 団体 

⇒統一したルールで地方公共団体全体を統制していない 

 

 

 

 

 

法律先占論 

法律が対象とする領域は法律の委任がない限り、条例制定ができない。 

国の機関委任事務に対して、地方公共団体の条例制定権が及ばない。 
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表１―１ 資金管理規程の制定及び透明性 

 

出所：『地方公共団体における資金調達と資金運用の現状～「資金調達と資金運用に関する調査」結 

果報告』2018 年、独立行政法人日本学術振興会 科学研究費(挑戦的萌芽研究)16K13405 

調査対象：都道府県、政令市、中核市、旧特例市、特別区、九州管内（熊本県除く）市町村、近畿管

区市町村 https://www.city.kunisaki.oita.jp/uploaded/life/43161_140352_misc.pdf 

 

 

Q７：資金運用管理規程制定 243 団体の形式及び周知方法 

条例による制定 0 団体、規則等告示規程 23 団体、要綱等内部規程 220 団体 

Q８：管理規程の非周知 189 団体 

透明性が欠如している。執行機関の外からの監視ができない 

Q９：資金運用管理規程の適用会計 

一般会計、特別会計及び地方公営企業に適用 89 団体 

⇒統一したルールで地方公共団体全体を統制していない 

Q10：資金管理（調達・運用）規程遵守の監視 

 独立した機関による監視がない 103 団体⇒独立的評価の欠如 

 

 

 

 

①資金
調達と
資金運
用を一
つの管
理規程
にまと
めてい
る

②資
金調
達の
単独
の管
理規
程が
ある

③資
金運
用の
単独
の管
理規
程が
ある

④
な
い

①
条
例

②告
示規
程：規
則、
方
針、
基準
等

③内部
規程：
方針、
基準、
要綱、
マニュ
アル等

①
ホー
ム
ペー
ジ等
で周
知

②議
会議
決及
び告
示：
条例

③告
示：
規則
等

④
議
会
に
報
告

⑤
非
周
知

①
一
般
会
計

②
特
別
会
計

③地
方公
営企
業会
計

都道府県 37 1 3 35 1 4 2 2 4 3 2

政令市 15 2 15 1 1 1 1 1 2 3 1

中核市・
旧特例市

66 2 1 59 5 3 2 3 2 2

特別区 13 13 12 1 13 13 13 13

市 124 3 86 35 2 1 1 2 1 3 3 3

町村 69 2 28 39 2 2 2 2 1

合計 324 8 19 235 81 3 24 4 3 21 27 26 9

Ｑ３．資金管理（調達・運
用）規程がありますか

Ｑ４．資金調達管
理規程はどのよう
な形式で定められ
ていますか

 Ｑ５．資金調達管理規
程の周知はどのように
行っていますか

Ｑ６．資金調達
管理規程の適
用会計を選択し
てください

回
答
団
体
数
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表１―２ 資金管理規程の制定及び透明性 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①
条
例

②告
示規
程：規
則、方
針、基
準等

③内部
規程：
方針、
基準、
要綱、
マニュ
アル等

①
ホー
ム
ペー
ジ等
で周
知

②議
会議
決及
び告
示：
条例

③告
示：
規則
等

④
議
会
に
報
告

⑤
非
周
知

①
一
般
会
計

②
特
別
会
計

③地
方公
営企
業会
計

④
そ
の
他

①監
査委
員に

よる監
査

②議
会に
よる監
視

③その
他の機
関によ
る監査
もしくは
監視

④
な
い

都道府県 37 1 35 11 1 25 36 35 13 15 8 1 20

政令市 15 15 5 11 15 14 4 8 2 2 6
中核市・
旧特例市

66 2 59 6 1 54 61 56 24 1 34 5 28

特別区 13 12 6 6 12 12 10 2 2

市 124 14 75 5 15 70 88 83 37 1 51 2 38

町村 69 6 24 3 5 23 30 27 11 21 3 9

合計 324 23 220 36 22 189 242 227 89 2 139 22 3 103

　Ｑ７．資金運用管
理規程はどのような
形式で定められて
いますか

 Ｑ８．資金運用管理規程の
周知はどのように行ってい
ますか

Ｑ９．資金運用管
理規程の適用会計
を選択してください

Ｑ１０．資金管理（調達・運
用）規程の順守について、
監査委員監査や議会によ
る監視を受けていますか回

答
団
体
数
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⑶国東市の資金管理意思決定に関する枠組みの推移 
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